
令和元年度成果報告書 税務会計課総括 

 

１．町税の収入状況 

 〇町税全体では、納税義務者数、課税所得額の減少等により調定額、収入済

額は減額となった。 

 〇徴収率は、現年分が増加したため収入未済額は前年度より減少した。 

   

２．各税目の収入状況 

 〇個人町民税は、年金・営業所得額の減少により調定額で 2,981千円の減額、

法人町民税は、自動車関連法人の法人税割減少により、3,826千円が減額と

なった。 

〇固定資産税は、償却資産の減免期間終了により調定額が 496千円増額となっ

た。 

〇軽自動車税は、環境性能割の皆増等により 779千円増額した。 

〇入湯税は、新規施設の開業により宿泊者が増加し、調定額で 4,964千円増額

となった。 

〇国民健康保険税は、被保険者の増加・課税所得の更正により、調定額が 976

千円増額となった。 

〇後期高齢者医療保険料は、所得割額軽減特例の見直し等の制度改正により、

調定額は 3,808千円増額となった。 

 

【評価】 

 〇地方税法、町条例に基づき適正な課税を行った。 

 〇町税全体の徴収率は、96.6％で前年度と比較して 0.3ポイント増加した。

新規滞納者の発生を抑制するため、各納期におけるきめ細かい滞納者管理

を行ったことが徴収率の上昇に繋がった。 

 〇滞納繰越分に係る納入額は 3,940千円となった。庁内滞納整理特別対策班

による取組み、県との協働滞納整理の実施等により一定の成果を上げたが、

依然として多額の収入未済額がある。来年度以降も、より一層の滞納額縮

減に努める。 
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４　税務会計課

1.税務関係

(１）町税の収入状況

町税収入状況

税目別構成比（調定額）

純固定資産税

軽自動車税

環境性能割

税目別構成比（繰越額）

純固定資産税

純固定資産税

交付金

軽自動車税

軽自動車税

環境性能割

△ 2,789,578

△ 24,3000.7%

99.9%

0

61.8%

4.0%

2.2%

99.6%

102.2%

105.8%

57.8%

△ 382,185

0 0.0%

487,700

2.2%

142.3%

779,200

0.1%487,700

72.9%

0.6%

0.0%

16,974,744

0

1.8%

　個人町民税

75.2%

126,400

14,185,166

0

83.6%

0　法人町民税

150,700126,400

　収入未済額は前年度より2,616,105円減少（△11.6％）した。

93.1%

291,500

218,699

△ 3,103,805

△ 2,789,578

75.2%

調定額増減

△ 4,294,400

△ 281,985

△ 100,200

△ 2,703,703

△ 121,900

5,329,035

調定額 前年対比

98.6%

100.3%

102.0%

97.2%

99.6%

前年対比

23.6%

4,690,950

16,974,744

△ 24,300

100.0%

0

0.6%

0.0%

100.0%

0.0%

0.5%0 0.0%

計

612,475,385

0.0% -

83.9%

-

0.0%

0.7%

0.0%

△ 168,027

72.9%14,185,166

0

100.0%

30年度

19,472,574

　入湯税

　町たばこ税

355,614,729

1,242,88029

615,179,088

11,099,050

380,292,629

2.6%　入湯税

14,136,600

交付金

29,128,500　法人町民税

2.3%

15,790,000

17,096,006 2.8%

13,357,400

13,357,400　軽自動車税

58.0%

2.2%

30

4.1%

区  　分 元年度

62.0%

元

606,303,592 25,036,531

　個人町民税

632,583,003

164,424,202

95.8%

96.3%

26.7%

22,576,379

160,708,235

615,179,088 592,153,809

調定額増減

96.6%

△ 3,715,967

448,900

0

4.8%24,834,100

構成比 30年度

　固定資産税 379,910,444

13,648,900

構成比

2.7%16,877,307

計

22,576,379

0 0.0%

355,332,744

24,577,700

元年度

26.5%5,161,008

150,700

年度

0

区  　分

577,442,868

54,000

　　町税は、法人町民税、固定資産税の減額により、調定額で△2,703,703円の減額（△0.4％）となった。

　徴収率は、全体で96.6％と前年度より0.3ポイント増加した。

不納欠損額

618,626,966 593,545,364

徴収率収 入 済 額

25,027,602 95.9%

調 定 額

28 0

収入未済額

42,866,706

26.2%

27

620,309,574

構成比

4.0% 24,677,900

　町たばこ税

構成比

121,900

100.0%

612,475,385 591,489,681 1,513,130 19,472,574

単位：円

前年対比

96.8%

-

単位：円

97.7%

85.3%

99.9%

101.3%

99.6%

単位：円

83.6%

86.3%
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（２）各税目ごとの調定額と収入済額の状況

①　個人町民税　（現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）納税区分別状況

延

ウ）個人町民税区分別状況

②　法人町民税　（現年課税分）

となった。

ア）年度別の比較

調定額前年対比

 　単位：人,円

28,660,500

0

95,523,600 0

　個人町民税の調定額は、年金所得（△14.3％）・営業所得（△23.1％）の減額の影響により調定額全体で

0

98.1%

99.3%

徴収率

　単位：人,円

  徴収率は99.2%で前年度より（△0.1%）の減、収入未済額は前年度より105,504円増加した。

1,112,350

100.0%

7,147,000

2,558,500

0

98.6%

0 100.0%

151,128,300 98.1%

　法人町民税の調定額は、自動車部品関連法人の業績低下の影響により、3,826,400円の減額（△13.4%）

156,000 90.4%

106.0%

99.3%

徴収率

 　  単位：人,円

収 入 済 額

1,150,926

1,256,430

99.2%

96.6%

0

994,650

0 100.0%

85.5%

0

100.0%

98.5%

99.3%

99.2%

0

7,475,000

1,256,430

0

121.2%0

100.0%

7,255,500

　 単位：円

調定額前年対比

100.0%

99.9%

154,146,770

28,044,850

0

0

前年度調定額

99.2%

261,780

0

30,527,400

100.0%

24,834,100

126 30,527,400

0 93.9%

0 86.6%

28,660,500

28,796,500

137

元 123

30

100.0%

計 155,403,200

129 23,762,200

154,146,770

28

年 度 法人数 調 定 額

29

126

27

98.1%

調定額前年対比収入未済額

99.2% 158,383,8001,256,430

収入未済額

普 通 徴 収 522 29,039,500

調 定 額

29

95,523,600

年金特別徴収

1,198

409

154,146,770

154,060,37828

調 定 額 収 入 済 額

（△1.9％）となった。

2,080

23,606,200

146,999,770148,245,700

7,157,500

151,816,750

1,245,930

2,045

152,929,100

10,500

1,801,300

区  分

32

3,368

過年度更正 1,539,520

調 定 額

区  分

155,403,200

収 入 済 額

特別徴収（現年）

1,192

所 得 割

均 等 割

計

24,834,100

2,083

2,073 158,383,800

155,403,200元

30

156,446,200

年度 納税義務者

19,005,300

27

157,232,874

退職分 15

特別徴収（前年）

2,558,500

19,005,300

収 入 済 額

155,199,900

不納欠損額

納税義務者

7,475,000

0

2,113

徴 収 率収入未済額不納欠損額

0 103.6%

1,139,522 95.3%0

徴収率収入未済額

0 99.1% 96.1%1,413,018

99.3%

28,796,500

155,033,182
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イ）法人区分・申告期別法人数

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

5 20 6 8 4 2 4 7 1 8 4

1

10 4 5 5 4 2 5 3 1

1 1

1 2 2

1 6

8 39 10 15 9 6 6 12 0 1 12 5

ウ）法人町民税区分別状況

③ 固定資産税 （現年課税分）

増加となった。

ア）年度別の比較

イ）純固定資産税年度別の比較

ウ）純固定資産税区分別状況

27

381,088,300

元

(100.0)

99.7%

調定額
前年対比

94.8%

0

102.9%

100.1%

98.6%

99.5%

106.6%

97.6%

100.2%

98.6%

 単位：人,円

収納率

0

99.5%

0

0

1,829,107

(0)

337,273,800

99.5%

収 入 済 額

計

87

（ 126,287,000 ）

338,358,0002,379

(内大臣配分)

67,429,100

（ 126,287,000 ）( 12 )

338,358,000

家    屋 113,895,218

157,033,682

332,877,300

346,411,500

362,440,100

351,312,200

356,938,500

土    地

納税義務者数

1,564

30

1,084,200 99.7%

0

99.5%67,113,300

収入未済額

0

99.3%113,126,818

不能欠損額

 単位：円 

98.4%

99.3%354,271,863

27

29

28

年  度

30

361,851,500

収 入 済 額

0

360,879,600

371,264,600 369,435,493

362,935,700

357,616,100

378,421,663

24,834,100 24,834,100 0

不納欠損額 収入未済額

0

収 入 済 額

28,660,500

調 定 額

計

1

012,776,100 100.0%

12,058,000 12,058,000 0

2

 　単位：円,法人

15,746,000

収 入 済 額 収入未済額 調定額前年対比

12,914,500100.0%
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区 分
期　別 申　告　期　別　法　人　数

均等割額 計

5

2号 120,000

3号

4号

39

前年度調定額

8号 1,750,000

計

徴収率

0

 単位：円

410,000 7

123

100.0%

  徴収率は99.7%で前年度より0.1ポイント上がり、収入未済額は前年度より478,300円減少した。

 単位：円 

12,776,100

不納欠損額

1,844

337,273,800

29

337,762,200

区   分 調 定 額

344,582,393

元

年  度

150,000

7号

6号 400,000

9号 3,000,000

28

均 等 割

法人税割

376,051,000

1号

5号 160,000

130,000

50,000

償却資産

336,201,700

0

1,084,200

1,829,107

調 定 額

768,400

0

98.7%

　固定資産税の調定額は、新規事業開始に伴う取得及び償却資産減免期間終了により495,600（0.1%）の

0

区   分 調 定 額

93.4%

81.1%

86.6%

収 納 率

98.7%95.1%

調定額
前年対比

98.9%99.3%

157,033,682

0

1,560,500

100.0%

97.5%

1,560,500

0

0

1,084,200

18,434,900

0

18,434,900

2,666,637

2,666,637

収 納 率収入未済額

99.6%

0

100.2%

(97.9％)

99.7%

調定額
前年対比

0

315,800

95.9%

(0)
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エ）土地課税状況 (R2.1.1現在)

オ）家屋課税状況 (R2.1.1現在)

カ）新増築分・減少分家屋 (H31.1.1～ R元.12.31)

キ）償却資産 (R元.7.1現在)

221,176

17,114

0

246

計

0

減
少
分

木

造

非
木
造

法第389条関係

28,356

新
増
分

2,791,815

20.80

111,995

免税点以上の課税標準額

16.4

床　面　積

課税標準額

22,009

8.3

 単位：人,千円

854,280

2,746,289

56

0

5.4

計

1,648,824

7,892,9787,920,381

45,526

4.6

12.9

3,874

11,094

3,006

課標の特例規定分

910,654

1,665,938

評   価   額

5,186,650

39,013,979

71,234

212,221

1.5

2,075,822

37,661

38,866,483

2,205,123

 単位：棟,㎡,千円

7,391,752

579,373

40,885

1,303,115

67,705

962,903

原　　野

宅　　地

池　　沼 127,338

評　価　額

12.93,888,452

550,873

67,701

㎡当たり価格

25,358

3,373,197

10,766,583

2,660

27.1

7,287,007

2,769 14,100

1,606

17.0

0

3,370,537

課税標準の内訳

72.3

左以外のもの

28,018

882,636

221,232

0

22,009

0

87 10,684,793

町
が
価
格
等
を

決
定
し
た
も
の

構　　築　　物

車両及び運搬具

工具、器具及び備品

1,692,296

221,243

22,009

2,846,202

108,121

船舶・航空機

区　　　　分 申告者
納税

義務者

機械及び装置

2

非木造

0

36

10

30

362,101

2,406木　造

186

20 2

非木造

443,389

法定免税点以上

内増築分

3,635 425,807

法定免税点未満

床面積

293

棟 数 内増築分

124,330

2,910 301,968

49123

法定免税点以上

総　　 　　数 748

3,947,996

山　　林 31,139,695

893,501そ の 他

12.3

区　　　分

2,217,865

計

1,295,718

43,501

棟　 数

3,180

2,222,474

1,109,991

7,665,547

畑

免税点以上の評価額評価総地積(㎡)区 分

田

単位：棟,㎡,千円

内増築分

51.5

363

33,152

1.6

7,258,989

38,326

550,877

880,3051,303,183

17,091

5,414,478

215,452

270

123,839

総　　 　　数

総　　 　　数

計 40

小　　　計

評 価 額

3

計 23 2,287

40,900

法定免税点未満

725

295

3,928

木　造

非 課 税 家 屋

法定免税点未満

法定免税点以上

区    分

212,241

前年度(㎡）

 単位：千円

30,994,671

1,606

17,582

27.2

3,913,810319,059

評価額 ㎡当たり価格

37,591

2,242,325

1,135,733

1,280,988

127,338
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ク）国有資産等所在市町村交付金（R元年度）

ケ）課税免除、不均一課税及び減免 (R元年度)

④ 軽自動車税 （現年課税分）

　軽自動車税の調定額は、二輪の小型自動車の増加により課税台数が2台増加し、349,500円の増額（2.7%）

となった。

　令和元年10月より軽自動車税の環境性能割が導入され、487,700円の納付があった。

ア）年度別の比較

イ）車種別一覧表

50cc超～90cc以下

90cc超～125cc以下

ミ  ニ  カ  ー

二　輪　車

乗用（自）旧税率

乗用（自）標準税

乗用（自）重課税

乗用（自）50％軽

乗用（自）25％軽

農　耕　用

特 殊 作 業 車

  二 輪 の 小 型 自 動 車

3

2,089

147,000

　過疎地域自立促進特別措置法等

　過疎地域自立促進特別措置法等

原動機付
自 転 車 2,400

軽自動車

貨物（自）旧税率

1

4,500

22

9

貨物（営）旧税率

貨物（営）重課税

3,600

2

2 8

1 59,937

0

1 4

計 9,672,454

50cc以下のもの

税   額

貨物（営）標準税

2,000

13,115,700

222

3,700

159

0.6%

3.0%65

1

4

1.1%

△ 311

1.0%

0

4.0%

10

0

3.6%

55

2

78

0

0

212 10.4%

8.7%

0.2%

0.1%

31

14.7%

0.5%

0 1

0.4%

100.0%

5.9%

25.6%

4

1

1

184

0

0

1

10

0

00

0

1171

3

1

315

0

3

0

0

1

0

8

24

83

0

2

台  数

△ 1

1571 1

9

186

22

△ 1065

33,000

90,200 99.3%

課税台数

7.4%

非課税

102.7%

　南木曽町伝統的建造物群保存地区に係る町税の特例に関する条例

　地方税法附則第15条の6第１項又は第２項（新築軽減・3年間）

99.7% 100.5%

100.6%

104.0%

収 入 済 額 調定額前年対比収入未済額

100.0%

不納欠損額

前年度調定額

区    分

　単位：人,円

6

1,355,609

1,363,808

△ 7

2,000

0 33,000 99.8%

0

1313 0 0

 　単位：円,台

10,800

543 △ 74

4

0

0 13

0

2323

19

21

0

9

0

1

0

0

0

1

0

0.0%

0.1%

11.4%

0.1%

236

前年対比 台数構成

0

 　単位 ： 件　円

徴収率

85小型特殊
自 動 車

2,400

25

2,142

6,000

548

6,000 244

3,000

78

12,900

126

3,800

7,200

5,900 1.2%

2

302

 単位： 人,円

計

4,000

7

課税免除

4

前年対比

納税義務者年度

軽 減 税 額

  徴収率は、99.8%で前年度より0.1ポイント上がった。収入未済額は、前年度と同額であった。

調 定 額

32

115.5%

△ 38

24,577,700

2,809,200

適    　用  　　 条 　　  例  　　 等

課 税 免 除 1

災害、その他減免

件   数

2

5,000

99.6%

△ 1

　地方税法附則第15条の7第１項又は第２項（新築軽減・5年間）

24,677,90024,577,700

3,800

8,100

貨物（自）25％軽

貨物（自）重課税

5,400

0

0

13,498,200 13,465,200

0

13,080,200 12,990,000

12,415,500

元

99.1%

1,492

163,100 98.7%

10,891,100 0 98,400

0

区   分 納税者数 調  定  額 収  入  済  額

　南木曽町税条例・災害による被害者に対する町税の減免に関する規程

3,936,900

717

徴 収 率

1,509 10,792,700

不均一課税

27

29

28 12,578,600

交 付 金

30

1,446

区　　 　分

貨物（自）標準税

13,148,700

貨物（営）25%軽減

682

25

1,501

2

1,455

2,900
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ウ）環境性能割

⑤ 町たばこ税 （現年課税分）

　町たばこ税の調定額は、218,696円の増額(1.3%)となった。

ア）年度別の比較

イ）課税本数

⑥ 入湯税（現年課税分）

　入湯税の調定額は、新規施設宿泊者の増加により、4,964,450円の増額(46.4%)となった。

ア）年度別の比較

イ）課税状況（現年課税分）

現

過

現

過

現

過

　旧3級品

前年対比

0 0 0

129.1%

0

前年比

収 入 済 額

18,885,717 100.0%

17,096,006

18,196,472

76,578

100.0%

前年度課税本数

 単位：円,人

115.1%

71,162

課税本数

15,588,100

100.0%

10,703,650 10,703,650

16,852,497 100.0%

3,005,810

調 定 額

16,852,497

徴 収 率

24

件数 調定額年度

元

宿泊

収 入 済 額

日帰り

0

0

13,232,400

区   分

88,216

23,557

150

2,355,700

計

 単位：円,人

利用者数 前年度調定額前年利用者数

208.6%100.0%

0

単  価

調 定 額 調定額前年対比

93.4%

9,137,550

0

0
100

98.0%

118.6%

3,237,949

98.2%

54.0%

100,169

徴 収 率

-

131,860

110

 単位 ： 本 

100.1%

　　-

60,917

1,566,100

0

10,703,650

15,661

計
111,773

100.0%

元 100.0% 101.3%17,096,006

0

収入未済額納税義務者

2,953,137

5,009,100 121,900

6

100.0%

5,131,000

0

97.6%

4,459,500

0

4,459,500

5

4,550,850

28 18,196,472

29

30

18,885,717

年 度

27

16,877,307 16,877,307

5

30

調 定 額

28 5

15,668,100

29

0

487,700

収入済額

487,700

　手持品課税（旧３級品以外）　

29,109

元 5 15,668,100

年 度

手持品課税（旧３級品）

27

0

0

0

100.0%

142

0

3,053,550

利用者前年比

144.8%

4,550,850

142

単位：円

146.4%

　　　税　率　　(円/本）

5.692

3,024,441

区  　分

　旧３級品以外

　旧３級品

返　 還

26,071

3,038

配　 置

2,979,208

74,200

92.6%

4.000

0.645　旧3級品（手持品10/1実施分）

102.9%

前年度調定額 前年対比

96.4%

　旧3級品以外

　　-

150.4%

　　-

146.0%

徴収率

100.0%

　単位：円
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⑦ 国民健康保険税 （現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）税目別状況

⑧ 後期高齢者医療保険料（現年課税分）

ア）年度別の比較

イ）納税区分別状況

延

108.0%

 単位：人,円

99.8%

調定額前年対比

102.7%

108.0%

99.4%

107.3%

101.7%

6.5%

101.1%

単位： 世帯,円

98.0%

88,891,750

110.8%

調定額前年対比

99.3%

99.4%

94.4%

99.8%

0

2,473,450

97.1%

97.3%

94.4%

1,125

0

1,150

徴 収 率

47,806,000

1,255 51,277,600

徴収区分

計

99.9%

 単位：人,円

94.8%

44,304,600

100.0%

99.8%

96.8%

1,816,342

85,685,200

徴 収 率収入未済額

100.0%

101.1%

101.4%90,854,558 0

34,882

2,810,300

98.0%

1,734,126

96.8%

96.8%

収入未済額

34,882

85,650,318

583 92,670,900

88,460,618

85,685,200

85,785,574

収 入 済 額

550

588

93,872,834

87,519,700

0 94.5%

一般被保険者

特別徴収

30

96,675,000

区　　分

27

世 帯 数

34,497,700

554

29

調 定 額

91,365,200

世帯 調 定 額

元 88,495,500

退職被保険者

0

0

554 88,495,500計

606

収 入 済 額

51,149,951

不納欠損額 調定額前年対比

0

16,652,251

28

徴 収 率

　徴収率は96.8%で前年度より1.2ﾎﾟｲﾝﾄ減少した。収入未済額は前年度より1,076,174円増加した。

単位：世帯,円

年 度

2,802,166

　国民健康保険税は、転入者の増加により調定額で975,800円の増額(1.1%)となった。

収入未済額

  徴収率は99.8%で前年度と同じであった。収入未済額は前年度より55,849円増加した。

年 度

　後期高齢者医療保険料は、調定額で3,808,300円の増額（8.0％）となった。

納税義務者数 調 定 額 収 入 済 額 調定額前年対比

2,810,300

554

30

127,649

普通徴収 16,779,900

962

47,397,500

28

293

1,122 47,755,200

47,469,300

1,145 44,550,500

納税義務者数 調 定 額

元

29

44,800,300 10,300

245,900

2,810,300

44,790,000

27

127,649

71,800

50,800

収入未済額 徴 収 率

127,649 99.2%

1,121 51,277,600

収 入 済 額

0 100.0%34,497,700

51,149,951
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（３）滞納の状況

　滞納者は111人（企業含む）で、前年度より7人減少（△5.9％）した。

ア）滞納額一覧表

イ）不納欠損の内訳

現年分 過年分

 ＊滞納整理特別対策班

 ＊県との協働滞納整理

中信県税事務所と町が併任徴収協定を締結して徴収業務を協働で実施

（４） その他業務の内容

　①　税務諸証明及び自動車臨時運行許可証（仮ナンバー）等の発行状況

723,294

単位：円

584,100 139,194 0 723,294 0 0

国税還付金給与 計

266,910177,59113,800

翌年繰越額

合わせて6,022,264円で、前年度の納入額より397,673円の減額（△6.2％）となった。

5,311,579

0

15.1%

27,436,939

0

現年収入未済額

-

　滞納繰越分に係る納入額は、一般会計、国民健康保険特別会計及び後期高齢者医療保険料特別会計

100.0%

700

比較

△ 44,800

債　権

ウ）差押状況

年度

60,750 9,000

799

合計

458,301 0

不動産

△ 1,300

その他

0 458,301

　　町税、水道・下水道使用料、住宅使用料、保育料、介護保険料の徴収困難案件の滞納整理対策

件　数 単　価

1,408

地方税法第15条の7第4項及び第5項該当

0

279,650

2,001,559 236,000

0

動産

1,311,630

17,098,944

軽自動車税

236,0003

その他債権

滞納調定額

22.6%

1,749,130

80,400

17.1%

預貯金

0

32,748,518

30

元

0

0

0

0

前年金額金　額

計

金　　額

0

0

法人町民税 0

軽自動車税

35,208,333

18.8%

納 入 額

10,337,995

100.0%

0法人町民税

5,305,035

区  　分

0

69,750

　単位：件,円

固定資産税

628

13,00011,7001,300

750

62,800

計

個人町民税

1,749,130

234,850671

 　 ・対象者 8名　・対象額 13,352千円　　

区　  　分

1,518 416,200

93

督 促 手 数 料

0

9

635

仮 ナ ン バ ー 81

11件(9人)

計

350

　　・町税等収納金滞納整理研究委員会　11月29日に開催（特別対策班　5班体制　33名）

前年件数

税 務 諸 証 明

△ 36,400

住宅用家屋証明

63,500

17.5%

93,400 38.0%

2,562,148

69.2%

13,100,966

1,513,130

57,300 43.6%

3,940,305

379,800

0

0

127,649

15.9%

  　・対象者4名　・対象額約9,254千円　・徴収額約208千円

16.7%

後期高齢者医療保険料

100

126,400

0

1,256,430

33,000

0

11.9%

19,472,5742,373,630

0100.0%

10

5,161,008

2,810,300

 単位：円

127,649

0

14,185,1661,084,200

201,500

不納欠損額

0

0

1,311,630

25.7%3,904,578

94.1%

0

12.9%

収入未済額 前年度

13,148,295

0

徴収率

個人町民税 1,198,957

後期高齢者医療保険料

16,974,744

小   計 22,552,379

80,400

121,900入湯税

12,575,554

150,700

国民健康保険税

件　数

 単位：円 

201,500

5

0

0

不納欠損の理由

3

0

税　目

国民健康保険税

0

0

6,022,264

121,900

固定資産税
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②　町民税関系

　 ア）個人県民税徴収取扱関係

　　　　徴収払込金額　102,862,176円　     　徴収委託金　6,328,140円　　

 　イ）住民税申告（納税相談）　　

　　　　2月17日 から 3月16日 まで8会場で開催　20日間　750人（前年771人）　　

　　　　役場会場では電子申告（e-tax)用端末設置　0人

③　固定資産税関係

 　ア）固定資産評価審査委員会

　　　　　5月9日、3月31日に開催

　 ウ）公図修正

　　　　　分合筆異動修正 　委託費　　660,000円　　委託業者 　HARVEY㈱

　④　その他

　 ア）収納関係

 　口座振替委託件数

 　イ）過誤納金の還付

　　　　還付税額のうち、法人町民税は確定申告による予定申告分、個人町民税は所得の減額更正等に

　　　　　　　還付額の内訳

　 ウ）地方税電子申告（エルタックス）関係

　　　　電算委託料(基幹税ｼｽﾃﾑ改修、ASP関連）   7,070,700円　    委託業者　㈱電算　個人住民税給与支払報告書1,541件（30年度1,615件）

法人町民税126件（30年度129件）

固定資産税（償却資産）67件（30年度54件）

　　単位：件,円

4,209

411

90,50090,500

323,000

0 0

(8) (81,764)

17

0

2,866 486

2,939

　 イ）標準宅地鑑定業務

木 曽 農 協

国保税

0

軽自動車税

固定資産税

1,520

町県民税 後期高齢

973,564

0

計

323,000

計 35 973,564

個人町民税

1,340計

還 付 税 額

よる還付である。

0

10

74

件   数

12

(81,764) 

法人町民税

0

8

(0)

560,064

0

(内配当・株式譲渡分)

560,064

加  算  金

1,1737,434

八十二銀行

253

650

109岐阜信用金庫 37

ゆうちょ銀行

1,483

400

1,806

183

492 5,724

　　　　　委託費　547,052円　 38箇所　　委託業者　（一社）長野県不動産鑑定士協会

計区  　分

1 233

3,432

 単位 ：  件

6,250

軽自動車税固定資産税

15,639

1,065

442

1,264 629

区 分
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単位：円,％

構成比

185,542,335 30.3 180,179,827 201,500 5,161,008 97.1 97.1

　個人町民税 160,708,235 26.2 155,345,727 201,500 5,161,008 96.7 96.6

現 155,403,200 25.4 154,146,770 0 1,256,430 99.2 99.3

滞 5,305,035 0.9 1,198,957 201,500 3,904,578 22.6 25.7

　法人町民税 24,834,100 4.1 24,834,100 0 0 100.0 100.0

現 24,834,100 4.1 24,834,100 0 0 100.0 100.0

滞 0 0.0 0 0 0 - 100.0

379,910,444 62.0 364,413,648 1,311,630 14,185,166 95.9 95.5

　純固定資産税 355,332,744 58.0 339,835,948 1,311,630 14,185,166 95.6 95.2

現 338,358,000 55.2 337,273,800 0 1,084,200 99.7 99.5

滞 16,974,744 2.8 2,562,148 1,311,630 13,100,966 15.1 12.9

　交付金 24,577,700 4.0 24,577,700 0 0 100.0 100.0

14,136,600 2.3 14,010,200 0 126,400 99.1 98.9

　軽自動車税 13,648,900 2.2 13,522,500 0 126,400 99.1 98.9

現 13,498,200 2.2 13,465,200 0 33,000 99.8 99.7

滞 150,700 0.0 57,300 0 93,400 38.0 43.6

　環境性能割 487,700 0.1 487,700 0 100.0

17,096,006 2.8 17,096,006 0 0 100.0 100.0

15,790,000 2.6 15,790,000 0 0 100.0 98.9

現 15,668,100 2.6 15,668,100 0 0 100.0 100.0

滞 121,900 0.0 121,900 0 0 100.0 69.2

612,475,385 100.0 591,489,681 1,513,130 19,472,574 96.6 96.3

現 589,923,006 96.3 587,549,376 0 2,373,630 99.6 99.5

滞 22,552,379 3.7 3,940,305 1,513,130 17,098,944 17.5 18.8

101,071,054 100.0 87,686,759 236,000 13,148,295 86.8 86.6

現 88,495,500 87.6 85,685,200 0 2,810,300 96.8 98.0

滞 12,575,554 12.4 2,001,559 236,000 10,337,995 15.9 11.9

51,358,000 100.0 51,230,351 0 127,649 99.8 99.8

現 51,277,600 99.8 51,149,951 0 127,649 99.8 99.8

滞 80,400 0.2 80,400 0 0 100.0 94.1

764,904,439 100.0 730,406,791 1,749,130 32,748,518 95.5 95.2

現 729,696,106 95.4 724,384,527 0 5,311,579 99.3 99.4

滞 35,208,333 4.6 6,022,264 1,749,130 27,436,939 17.1 16.7

前年
徴収率

　町民税

　固定資産税

　軽自動車税

　町たばこ税

令和元年度　町税徴収実績一覧表

収入未済額

　入湯税

合　計

　国民健康保険税

　後期高齢者医療保険料

徴収率
Ｂ/Ａ

総　計

区 分
調定額
Ａ

収入済額
Ｂ

不納欠損額
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（参考）　

町税・料金等滞納状況

単位：円,％

※過年度分含む

調定額 収入済額

　固定資産税 379,910,444 364,413,648

　たばこ税 17,096,006 17,096,006

不納欠損額 収入未済額 徴収率

　町民税 185,542,335 180,179,827 201,500 5,161,008 97.1

区　分

1,311,630 14,185,166 95.9

　軽自動車税 14,136,600 14,010,200 0 126,400 99.1

0 0 100.0

　入湯税 15,790,000 15,790,000 0 0 100.0

　国民健康保険税 101,071,054 87,686,759 236,000 13,148,295 86.8

　後期高齢者医療保険料 51,358,000 51,230,351 0 127,649 99.8

　保育料 11,748,350 11,412,950 0 335,400 97.1

　住宅使用料 52,552,100 48,461,000 71,700 4,019,400 92.2

　水道使用料等 119,973,222 115,869,146 201,639 3,902,437 96.6

95.6

　下水道使用料等 61,072,304 60,016,686 24,800 1,030,818 98.3

合　　計 1,010,250,415 966,166,573 2,047,269 42,036,573
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